
　

指標 単位 当初値
目標値
(H29.3)

実績値
(H29.3)

事業評価 事業評価 外部有識者からの意見

1
ソフトフェア
検証産業
育成事業

　今後も成長が見込まれるIoT機器の
検証作業を支援するため、検証技術
者を新規に確保・育成する事業者の
取り組みを支援することで、県内ＩＴ産
業の振興、雇用の創出と質の向上に
寄与する。

　検証技術者を新規に確保・育成す
る事業者を支援するため、次の経費
に対し補助金を交付した。
①OJT、OFF-JTに係る講師の人件
費、講師招へい旅費等
②教材開発費等

19,972

２　社会増を拡大す
るための取組

⑴　雇用創出と多
様な人材の育成・
確保
⑵地域産業の競争
力強化

事業実施後に情
報通信関連産業で
創出される雇用者
数

人 - 12 15
【非常に効
果的であっ
た】

地方版総合
戦略のKPI
達成に有効
であった

特になし

　地方創生推進交付金実施計画
のとおり、事業実施後の自走化を
見据えて、３年目の補助率を8/10
→3/4に変更。
　更なる人材育成プログラムの効
率化を図り、プログラムを自立して
実行する体制を確立させる。

事業実施後に情
報通信関連産業で
創出される雇用者
数

人 - 10 13

企業誘致社数 社 - 1 3

3
普通教室
ネットワー
ク構築事業

　産業教育に取り組む県立専門高校
に対して、可動式コンピュータ（タブ
レット端末）及び無線LAN環境を整備
するとともに、ICT支援員の配置及び
授業実践等を実施し、各教科でICT機
器の活用促進を図り地域活性化に資
する人材の育成を図る。

　教員、生徒のＩＣＴ活用能力の向上、
地域特性を活かした商品開発の取組
等を支援するため、
①ICT支援員の配置（20校）
②商品開発支援(2校)
等を実施した。

21,804

２　社会増を拡大す
るための取組

⑴　雇用創出と多
様な人材の育成・
確保
⑵　地域産業の競
争力強化

専門高校生の就
職率

％
90.9

(H28.3)

91.69 92.3 【非常に効
果的であっ
た】

地方版総合
戦略のKPI
達成に有効
であった

特になし

　引き続き地域人材の育成を図る
ため、ICT支援員の配置及び地域
特性を活かした実習等の支援を継
続する。
　平成29年度は教員・生徒に対す
る支援を強化するため、ICT支援
員の配置回数を増やし、授業にお
けるICT機器の活用・質の改善を
図り、人材育成の強化に繋げる。

県外からの転入者
数（直近の３カ年
平均）　24,951人
（2013～2015）　→
26,497人（2020）

人
24951

(H27.9)

25,260 24,574

移住にかかる相談
件数　100件/年
（直近の３カ年平
均）　→　100件/年
(H32年度）

件
100

(H28.4)

100 145

移住応援サイトア
クセス数　50,000
件（H32年度）

件 - 10,000 32,585

4
移住定住
促進事業

2

沖縄デジタ
ルコンテン
ツ産業人材
基盤構築
事業

・移住応援サイトアクセス数、転入
者数による評価のみではなく、ア
ウトカムである移住者数や移住予
定者数、転出者数を考慮した純増
数で評価する必要があるのではな
いか。
・各市町村の移住受入体制の問
題点の把握、それに対応する取組
が必要ではないか。
・人口減少の離島町村にスポット
を当てた取組が必要ではないか。

　映像、ゲーム等のデジタルコンテン
ツ分野で必要とされるプランナーやデ
ザイナー等の人材を業界団体やその
会員企業等において雇用・育成する
とともに、本県への開発企業の集積
を支援する。

　IT業界団体やその会員企業等が実
施するデジタルコンテンツ分野の人
材育成、デジタルコンテンツ開発企業
の本県への集積の促進等のため、次
の経費に対し、補助金を交付した。
①OJT、OFF-JTに係る講師の人件
費、講師招へい旅費等
②セミナー・イベント開催等

40,124

　地方創生推進交付金実施計画
のとおり、事業実施後の自走化を
見据えて、３年目の補助率を8/10
→3/4に変更。
　過年度で築いたアジアのＩＴ系団
体・企業とのコネクションを活かし、
デジタルコンテンツビジネスの戦略
拠点を構築する。

　実際の移住者数で、KPIを設定
するのが望ましいが、移住者数全
体の把握が困難であることから、
転入者数をKPIとして設定してい
る。
　各市町村によって仕事と住まい
の問題や移住者受入れへの積極
性等が異なることから、地域の世
話役養成塾の中で、各地域での課
題の洗い出しやその解決方法に
ついて、先進地での事例も参考に
しながらワークショップを行ってい
るところである。
　また、移住受入協議会におい
て、県内市町村や全国の先進地
の取り組みなどの情報共有を行
い、効果的な取組みを各市町村に
広げるよう努めている。
　人口減少の顕著な離島・過疎地
域の町村については、上記取組み
に加え、移住フェアや相談会への
積極的な参加を強く働きかけてい
きたい。

　地域の世話役養成塾や移住に関す
るシンポジウムの開催、移住フェアへ
の出展、移住体験ツアーの開催及び
移住応援サイトの運用を行うことで、
移住者も受入側も双方にとってメリッ
トがある移住応援活動の基盤を作
り、離島・過疎地域を含む県全体でバ
ランスのとれた人口の維持・増加を目
指す。

①移住希望者と受入地域をつなぐ相
談役「地域の世話役」の育成のため
県内各地での世話役育成塾の開催
②移住促進に向けたシンポジウムや
おきなわ移住相談会の実施
③移住応援サイト「おきなわ移住の輪
-結-」による情報発信
④沖縄県移住受入協議会の開催に
よる移住者受入促進に関する情報の
収集・共有

24,609

２　社会増を拡大す
るための取組
⑶　UJIターンの環
境整備

３　離島・過疎地域
の振興に関する取
組
⑶　Uターン・移住
者の増加

【地方創生
に相当程度
効果があっ
た】

地方版総合
戦略のKPI
達成に有効
であった

２　社会増を拡大す
るための取組

⑴　雇用創出と多
様な人材の育成・
確保
⑵　地域産業の競
争力強化

【非常に効
果的であっ
た】

地方版総合
戦略のKPI
達成に有効
であった

特になし

地方創生推進交付金事業効果検証一覧（平成28年度実施）

沖縄県人口増加計
画

施策展開

成果目標
重要業績評価指標（ＫＰＩ）

実施結果 外部有識者評価
実施結果、委員意見等を踏まえた

今後の対応方針
№ 事業名 事業目的、概要 活動内容

事業費
（千円）
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№ 事業名 事業目的、概要 活動内容

事業費
（千円）

移動販売利用者 人 - 150 0

買い物弱者支援に
おける移動販売車
の売り上げ

千円 - 1,350 0

6
犯罪防止
対策強化
事業

　観光客や県民の安全・安心な生活
を確保するため、「犯罪多発地域等
における防犯パトロール」「通学路等
における子供の見守り活動」「防犯意
識の高揚及び防犯情報等の発信」等
を通じた地域住民相互の「ゆいまー
る」精神を醸成し、犯罪抑止力を高め
る。

　犯罪多発地域等における防犯パト
ロールを実施するため、
①防犯アドバイザー支援要員の配置
（16名）
②青色回転灯装備（パトロール）車の
配置（８台）　等を実施した。

24,807

２　社会増を拡大す
るための取組

⑷　交流人口の拡
大

青色回転灯装備
車両団体数

団体 - 8 16
【非常に効
果的であっ
た】

地方版総合
戦略のKPI
達成に有効
であった

・犯罪防止対策のための青色回転
灯装備車両団体数の増加と沖縄
県人口増加計画の施策展開（交
流人口の拡大）との関連性に疑問
がある。

・良好な治安は、社会・経済の発
展の基礎である。青色回転灯装備
車両団体数は、地域において防犯
活動が浸透している一定の指数と
なるものであり本事業の活動の実
績を示すＫＰＩとしては適切であると
考えている。今後も良好な治安を
構築するため、本事業を通じた地
域住民等との連携協同の取組を
行い、住みよいまちづくりを推進す
る。

①買い物弱者を支援するため、H28
年度は、久米島町が実施する移動販
売車購入等に対し補助を行った。

9,2885
小さな拠点
づくり推進
事業

平成28年度は、関係市町村等との
調整に不測の時間を要したことか
ら、KPIは実績Oとなったため、今
後は、関係市町村等との連携を強
化し、地域集落の維持・再生に向
けた取組を推進していく。
　平成29年度末の実績について
は、平成29年度の評価として実施
する。

移動販売車
の購入が
H28年度末
となり、稼働
までに至ら
なかった
が、H29年
度から移動
販売を実施
し、買い物
弱者の支援
に資するこ
とが期待で
きる。

地方版総合
戦略のKPI
達成に有効
であった

・事業自体の効果は認められる
が、KPI２項目とも平成28年度実績
が０では、客観的に効果があった
とは言えないため、平成29年度
末、その時点の実績を踏まえ評価
を行ってはどうか。

２　社会増を拡大す
るための取組

⑸　新しい人の流
れを支えるまちづく
り

　地域集落の維持・再生のため、一
定の生活圏の中でコミュニティの要と
なり、一定の生活サービスを集約す
る小さな拠点づくりやネットワークコ
ミュニティを構築する県内市町村等の
取り組みに対し、支援を行う。
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